
別記様式第６号（第３条関係）

契 約 の 名 称 （ 工 事 ・ 業 概 要

務 名 等 ） 及 び 番 号 （ 工 事 ・ 業 務 等 概 要 ）

1 総務課 例規追録データ整備業務 役務委託
例規管理システムの構築及び木津
川市例規集の発行等

平成２５年４月　１日
～

平成２８年３月３１日
1,848,000 3,289,000

地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号の規
定による。
本業務については、例規システムの構築業務であ
り、合併当初からの木津川市における例規改正例歴
を蓄積し、データベースにより提供できる唯一の業
者であって、これまでの業務実績も良好であり、適
切に業務を履行された実績を有していることから選
定した。

2 総務課
平成２５年度 木津川市山城支所防
災行政無線設備移設工事

工事請負（土
木）

　山城支所で現在運用している防
災行政無線について、旧山城支所
解体工事に伴い移設の必要が生
じ、本設備を市役所本庁に移設す
るもの。

平成２５年５月１５日
～

平成２６年８月３１日
6,594,000 6,594,000

地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号の規
定による。
本工事については、現在運用を行っている山城支所
の防災行政無線設置業者であり、設置以来、機器保
守、検査等の実績があり、設備機器等の取扱いも熟
知しており、既設の設備と密接不可分の関係にあ
り、当該業者以外の者に施工させた場合、設備面、
効率的にも支障が生じるおそれがあり、設備機器関
係も当該業者製であり、移設工事に際しては、電波
監理局の免許変更手続き、移設後の機器調整等も伴
うことから、当該業者の蓄積された経験と実績が必
要である。また、施工に際しても正確で迅速かつ適
正な対応が見込めるため選定した。

3
総務課

危機管理室

２５－総委ー１３
山城支所京都府衛星通信系防災情報
システム撤去

役務委託

解体予定施設から、衛星系防災情
報システムで利用の衛星アンテナ
を撤去し、京都府へ返還。及び既
存システムの調整作業。

平成２５年６月１１日
～

平成２５年８月３０日
1,470,000 1,470,000

地方自治法施行令第167条の2第1項第2号の
規定による。
既衛星通信系防災情報システムの保守管理
業者であり、システム調整業務においても
その内容に精通・熟知しているため。

4
総務課

危機管理室
２５－総備－３
AED交換部品購入

物品購入
市内25箇所に設置のAED部品
（バッテリー・パッド）の交換

平成２５年５月２４日
～

平成２６年３月２４日
1,033,000 1,228,000

地方自治法施行令第167条の2第1項第2号の
規定による。
既使用機器メーカーでの製造となるため、
市の医療用品・薬品・衛生材の登録業者よ
り見積もり徴収を行い、予定価格の範囲内
で最も安価な業者と契約した。

5 収納課
平成２５年度　共同徴収支援システ
ムとのデータ突合作業委託業務

役務委託
突合作業　年３回
調査結果報告書　一式

平成２５年５月２２日
～

平成２６年３月３１日
315,000 315,000

地方自治法施行令第１６７条の２第１項第
２号の規定による。
この業務についてはシステムの内容を熟知
している必要があり、また作業の安全性か
ら考慮すれば競争入札には適さないため、
基幹系情報システムの開発、保守を行って
いる適切な対応を期すことができる業者と
契約した。

（ 住 所 、 会 社 名 、 代 表 者 ）

東京都港区南青山二丁目１１番１
７号
第一法規株式会社
代表取締役社長　田中英弥

大阪府大阪市淀川区宮原１丁目２
番３３号
パナソニックシステムネットワー
クス株式会社システムソリュー
ションズジャパンカンパニー関西
社　　　　社長　宮澤　俊樹

京都市中京区烏丸御池下ﾙ虎屋町
577番地2
沖電気工業株式会社京都支店
支店長　澤田　渡

奈良市八条町356番地
株式会社　三笑堂　奈良中央支店
支店長　林　修三

京都市上京区千本通元誓願寺上る
南辻町３６９番地の３
株式会社ケーケーシー情報システ
ム
代表取締役　西垣　亨

平成２５年度　　　随意契約結果　＜総務部＞
平成２６年３月３１日現在

番号 担 当 課
契 約 の 相 手 方

種 別
工 期 又 は 履
行 等 期 限

契 約 金 額 予 定 価 格
随 意 契 約 と し た 理 由 及 び
契 約 の 相 手 方 の 剪 定 理 由
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契 約 の 名 称 （ 工 事 ・ 業 概 要

務 名 等 ） 及 び 番 号 （ 工 事 ・ 業 務 等 概 要 ）（ 住 所 、 会 社 名 、 代 表 者 ）

平成２５年度　　　随意契約結果　＜総務部＞
平成２６年３月３１日現在

番号 担 当 課
契 約 の 相 手 方

種 別
工 期 又 は 履
行 等 期 限

契 約 金 額 予 定 価 格
随 意 契 約 と し た 理 由 及 び
契 約 の 相 手 方 の 剪 定 理 由

6
総務課
（75-
1200）

２５－総委－１５
（仮称）州見台１・２丁目集会所新
築工事監理業務

役務委託
州見台１・２丁目の集会所新築工
事に伴う建築工事監理業務委託

平成２５年　６月２０
日
～

平成２６年　２月２８
日

1,995,000 3,182,000

地方自治法施行令第１６７条の２第１
項第２号の規定による。
州見台１・２丁目集会所新築工事設計
業務を受注し、工事内容に精通してい
る者を選定。

7
総務課
（75-
1200）

２５－総委－１６
旧山城支所・山城福祉センター解体
工事監理業務

役務委託
旧山城支所・山城福祉センター解
体工事に伴う建築工事監理業務委
託

平成２５年　６月２０
日
～

平成２６年　２月２８
日

2,205,000 2,478,000

地方自治法施行令第１６７条の２第１
項第２号の規定による。
山城支所別館新築工事等設計業務を受
注し、工事内容に精通している者を選
定。

8
総務課
（75-
1200）

２４－木参選－１０
第２３回参議院議員通常選挙時の自
書式投票用紙読取分類機

物品購入
テラックＣＲＳ－ＶＡ
自書式読取対応ソフト
ＶＡ増設ユニット

平成２５年　７月１９
日 3,045,000 3,885,000

地方自治法施行令第１６７条の２第１
項第２号の規定による。
同一機器の購入による効率化及び維持
管理・経費削減をおこなうため、同一
の者と契約した。

9
総務課
（75-
1200）

２５－総委－１１
木津川市市有バス運行管理業務

役務委託 市有バスの運行管理

平成２５年　６月　１
日
～

平成２６年　３月３１
日

8,410,500 10,000,000

地方自治法施行令第１６７条の２第１項第
８号の規定による。
入札参加業者が一者のみであり、競争入札
が成立しなかったため

京都市下京区七条通新町西入夷之
町716
株式会社　前田都市設計京都事務
所
所長　西方健一

京都市下京区七条通新町西入夷之
町716
株式会社　前田都市設計京都事務
所
所長　西方健一

東大阪市長田中３丁目６番１号
株式会社　ムサシ大阪支店
取締役支店長　吉川　伸一

京田辺市普賢寺中島３－３４
株式会社　ウイング　京田辺営業
所　所長　津田　秀夫
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平成２５年度　　　随意契約結果　＜総務部＞
平成２６年３月３１日現在

番号 担 当 課
契 約 の 相 手 方

種 別
工 期 又 は 履
行 等 期 限

契 約 金 額 予 定 価 格
随 意 契 約 と し た 理 由 及 び
契 約 の 相 手 方 の 剪 定 理 由

10
税務課
（75-
1203）

２５－税委ー２

平成２５年度固定資産税システム保
守管理業務

役務委託

地番図及び家屋図データの異動更
新作業
航空写真データの取込作業
路線価図データの取込作業
地図システム（ESTA－PC）の保守
作業
家屋システム（C-BASⅡ）の捕手
作業

平成２５年　７月３０
日
～

平成２６年　３月３１
日

3,255,000 3,612,000

①本業務については、平成１９年度に課税
客体（土地、家屋）を的確に把握し効率的
な評価を目的として、㈱パスコが開発した
地図システム及び家屋システムを木津川市
用に改良、導入したことから、本システム
を引き続き支障なく利用するには、開発業
者である同業者に委託することが最も適切
であり、契約の性質及び目的が競争入札に
適さないことから、地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号の規定に該当。
②開発業者である㈱パスコに見積もりを徴
取した結果、予定価格の範囲であったため
契約した。

11
税務課
（75-
1203）

２５－税委ー３

平成２６年度の固定資産税の評価に
おいて活用する標準宅地の時点修正
に関する業務委託

役務委託

標準宅地の時点修正を実施するた
めに必要な業務及びそれに付随す
る業務
（市内２６６地点の下落率の算出
等）

平成２５年　８月２１
日
～

平成２５年　９月２８
日

2,513,000 2,646,000

①本業務については、基準年度の鑑定価格
に対して時点修正を行うためのものであ
り、評価の整合性、一体性等に照らし、実
施済みの「基準年度（平成２４年度）鑑定
評価業務」を行った不動産鑑定業者が業務
を行うことが最も適切であり、契約の性質
及び目的が競争入札に適さないことから地
方自治法施行令第１６７条の２第１項第２
号の規定に該当。
②「基準年度（平成２４年度）鑑定評価業
務」を行った不動産鑑定業者である公益社
団法人京都府不動産鑑定士協会に見積もり
を徴取した結果、予定価格の範囲であった
ため契約した。

12
総務課
（75-
1200）

２５－総－１６
木津川市本庁舎サーバー室空調機器
増設工事

工事請負（建
築）

３，６階サーバー室空調機器４台
増設、操作配線配管工事、既設シ
ステムとの構築

平成25年11月28日
～

平成26年1月20日
9,922,500 11,000,000

地方自治法施行令第１６７条の２第１
項第２号
本庁舎の施工業者であり、建物構造及
び設備等に精通している者を選定

13
総務課
（75-
1200）

公文書管理データ適正化業務 役務委託

公文書管理データと共用書庫の文
書及び資料等のデータ精査を行
い、公文書管理・保存の適正化を
図る

平成25年9月17日
～

平成26年3月31日
3,202,500 3,203,000

地方自治法施行令第１６７条の２第１
項第２号
本市の公文書管理システムを構築、保
守及び文書管理維持業務を受託する関
連子会社であり、精通していることか
ら選定

京都市中京区烏丸通二条下ル秋
野々町518番地
三井住友建設株式会社京都営業所
所長　有田　克治

大阪市北区曽根崎１丁目２番６号
関西レコードマネジメント株式会
社　代表取締役　長尾　勝

京都市中京区烏丸通錦小路上ル手
洗水町６５９番地

株式会社パスコ　京都支店

支店長　市川　弘

京都市中京区三条通烏丸東入ル梅
忠町２２番地２

公益社団法人京都府不動産鑑定市
協会

会長　森口　匠
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契 約 の 名 称 （ 工 事 ・ 業 概 要
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14
税務課
（75-
1203）

２５－税委ー５

平成２５年度航空写真撮影業務
役務委託

固定資産である土地・家屋の現況
を確認するため、また、納税者に
対し課税した固定資産の状況につ
いて説明するための根拠のひとつ
として、航空写真を平成２６年１
月に撮影すもの。撮影範囲は市内
全域。

平成２５年１０月　９
日
～

平成２６年　３月３１
日

5,460,000 6,142,000

①本業務については、公共測量に該当し、
測量法第３０条に規定に対して公共測量実
施計画書の提出が必要であり、賦課期日の
１月1日付近で撮影を行え、あらゆる事案
に迅速に対処できる航空写真の撮影業務に
精通している経験豊かで、高品質の成果品
を納入できる者が求められる。また、守秘
義務及び資料の保管を含む管理体制が整備
されていることが必要である。以上のこと
から、契約の性質及び目的が競争入札に適
さず、地方自治法施行令第１６７条の２第
１項第２号の規定に該当。
②市の物品及び役務の供給の登録業者でか
つ、府内の自治体でおいて航空写真撮影業
務の実績があり、撮影後のデータが、本市
が使用している固定資産システムに支障な
く取込みが可能と見込まれる５業者から見
積もりを徴取行い、予定価格の範囲内で最
も安価な者と契約した。

15
税務課
（75-
1203）

平成２７年度の固定資産税（土地）
の評価替えに係る標準宅地の不動産
鑑定評価業務委託

役務委託

平成27年度の固定資産税（土地）
の評価替えにおいて活用する標準
宅地等の不動産鑑定評価額を実施
するために必要な業務
（市内２６８地点の評価額の算出
等）

平成２５年１１月２９
日
～

平成２６年　３月２８
日

16,157,400 17,052,000

①本業務については、土地価格形成要因を
的確に捉えたものであることが求められ、
過去からの価格水準の継続や、地価公示及
び地価調査との均衡、されには近隣市町と
の均衡も非常に重要であることから、従来
より地価の実情に通じている不動産鑑定業
者が業務を行うことが最も適切であり、契
約の性質及び目的が競争入札に適さないこ
とから地方自治法施行令第１６７条の２第
１項第２号の規定に該当。
②不動産鑑定業者である公益社団法人京都
府不動産鑑定士協会に見積もりを徴取した
結果、予定価格の範囲であったため契約し
た。

16
総務課危機
管理室

防災行政無線設置工事に係る技術支
援業務
２５－総委－１９

役務委託
防災行政無線設置工事にかかる技

術支援業務
技術支援及び工事監理業務を委託

平成２６年２月１７日
～

平成２６年３月３１日
595,350 2,903,000

地方自治法施行令第１６７条の２第１項第
７号により随意契約とするもの。
本業務は、現在契約履行中の防災行政無線
整備事業に付随する業務であり、工事本体
価格の３％程度が監理委託費用としての相
場であるが、安価に対応できる見込みがあ
る為。

17
総務課危機
管理室

積載車
２５－総備ー９

物品購入
積載車の購入
車両の艤装

平成２５年９月２日
～

平成２６年２月２８日
3,146,325 3,161,550

地方自治法施行令第１６７条の２第８号に
より随意契約とするもの
指名競争に付した結果、応札者が１者とな
り入札中止となったが、再度入札を執行す
る時間がなかったことから応札のあった者
を契約相手方とした。

京都市中京区烏丸通錦小路上ル手
洗水町６５９番地

株式会社パスコ　京都支店

支店長　市川　弘

京都市中京区三条通烏丸東入ル梅
忠町２２番地２

公益社団法人京都府不動産鑑定士
協会

会長　森口　匠

京都市南区東九条南松ノ木町1-1-
1-205
株式会社URサポート京都営業所
所長　永井章雄

株式会社アサヒ自動車
代表取締役　池田靖信
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契 約 の 名 称 （ 工 事 ・ 業 概 要

務 名 等 ） 及 び 番 号 （ 工 事 ・ 業 務 等 概 要 ）（ 住 所 、 会 社 名 、 代 表 者 ）

平成２５年度　　　随意契約結果　＜総務部＞
平成２６年３月３１日現在

番号 担 当 課
契 約 の 相 手 方

種 別
工 期 又 は 履
行 等 期 限

契 約 金 額 予 定 価 格
随 意 契 約 と し た 理 由 及 び
契 約 の 相 手 方 の 剪 定 理 由

18
総務課危機
管理室

京都府震度計機器移設作業
（木津川市山城支所）
２５－総委－２０

役務委託

京都府震度計ネットワークシステ
ム（計測部）及びGPSアンテナを
移設し、山城支所の東側通路及び
同施設屋根上へ設置。
震度の計測が可能な状態にし京都
府のシステムと接続する。

平成２６年２月５日
～

平成２６年３月３１日
2,520,000 2,625,000

地方自治法施行令第１６７条の２第１項第
２号により随意契約とするもので、業者選
定については、京都府より震度計の保守委
託を受けている会社を契約相手方とした。

19
税務課
（75-
1203）

木津中央地区画地条件計測業務 役務委託

平成25年に使用収益が開始された
木津中央地区の土地の固定資産税
算定のための測量、評価計算及び
電算入力業務（７１６筆）

平成２５年１２月２６
日
～

平成２６年　２月２８
日

2,761,500 29,110,000

①本業務については、年内に使用収益が開始さ
れる木津中央地区（城山台）の土地の固定資産
税算定のための測量、評価計算及び電算入力業
務であり、必然的に本業務は、木津川市の地域
特性及び土地の価格情報にも精通し、市内はも
とより近隣市町との地価のバランスにも通じ、
旧町の時より固定資産税の関係業務に携わって
きた業者でないと、適切に業務が履行できない
ものであり、契約の性質及び目的が競争入札に
適さないため。(地方自治法施行令第１６７条の
２第１項第２号に該当）
②市の物品及び役務の供給の登録業者でかつ、
固定資産評価業務及び市内の状況にも精通した
３業者から見積もり徴取を行い、予定価格の範
囲内で最も安価な者と契約した。

西日本電信電話株式会社
京都支店
支店長　佐々木貴朗

京都市中京区烏丸通錦小路上ル手
洗水町６５９番地

株式会社パスコ　京都支店

支店長　濱出　正
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